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新型コロナウイルス感染の状況を踏まえ、 

生活困窮者の医療を保障する緊急の対策を強く要請します 

 

 

平素より精神保健福祉の向上にご尽力くださり、厚くお礼申しあげます。 

さて、新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐには、感染の疑いを持った段階で、速やか

に検査や受診の機会を確保することが欠かせません。「コロナうつ」と呼ばれる意欲低下

や不眠、不安を伴う精神状態も、受診をためらうと病状が深刻化するおそれがあります。

またコロナ禍による貧困が深刻化する中で、継続的な治療が必要にもかかわらず通院を中

断したり、辛い状態なのに受診を我慢したりするなど、経済的困窮によって受診や治療を

避ける事態もすでに起こっています。費用負担の心配なく適時・適切な医療につながるこ

とが感染拡大防止にも有効と考えます。 

このため、以下の緊急対応をぜひとも実行されるよう求めます。 

 

記 

 

１．大規模災害時と同様に、健康保険法第 75 条の２、国民健康保険法第 44 条等の一部負

担金の額の特例に係る規定を活用し、コロナ禍に関連して収入の大幅減少等があった

人については、医療費の自己負担を猶予・減免してください。 

 

２．国保、後期高齢者医療の保険料についても、上記と同様に、収入の大幅減少等があっ

た人には猶予・減免をおこなってください。 

 

３．生活困窮者については、通常の生活保護の要否判定と切り離して、収入が一定以下で

あれば、医療扶助の単給を行う等の柔軟な運用をしてください。 

 

４．生活困窮者自立支援法の臨時事業等として、無料低額診療事業を活用して医療費の自

己負担を減免し、事後に公費で補填する制度を創設してください。とくに無保険の患



者の場合は医療費全額を医療機関が持ち出すことになり、負担が過大です。また、コ

ロナの影響で医療機関の経営が大幅に悪化しており、税制面のメリットだけでは無料

低額診療事業を十分に実施することは困難です。資金繰りの問題もあるため、公費で

の補填は年度終了後ではなく月単位にしてください。 

 

５．公立・公的病院を中心に無料低額診療事業に近い事業を臨時に簡便な手続きで行える

ようにし、あわせて減免分の公的補填を実施してください。無料低額診療事業を行う

医療機関の数は地域格差も大きく、既存の施設だけでは足りません。 

 

６．３か月以内の短期滞在資格だった人やオーバーステイになった外国人については、公

的保険に加入できず、また就労することも違法となるため、公的な医療保障が一切受

けられません。また就労可能な在留資格で非正規雇用やフリーランスで働いていた外

国人も、休業や失業により生活基盤自体を失うと同時に医療へのアクセスも困難とな

っています。人道的、公衆衛生上の観点から、無料低額診療事業や行旅病人法、生活

保護法の緊急保護など既存の制度・サービスなどを柔軟に運用し、無保険の場合を含

めて外国人が医療を受けられるようしてください。 

 

７．新型コロナウイルスの感染防止のため、マスク、手指の消毒液、体温計等が日常的に

必要になり、今後も長く続く見込みです。低所得者・生活困窮者・生活保護利用者に

は、それらに必要な費用の支給や現物給付を行い、経済的負担を気にせずに感染防止

を徹底できるようにしてください。 

 

８．広く新型コロナウイルス感染に関連する診療は、結果的に感染が否定されたときや

外来のみとなった場合を含め、自己負担を免除するようにしてください。 

 

以上 
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